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令和７年４月１日～令和８年３月３１日（通年）

(1) 紹介奨励 初期情報提供者に１情報あたりクオカード3,000円相当をＪＡを経由して紹介者に進呈する。

(2) 契約奨励 初期情報に基づき契約されたときは、１情報あたり30,000円（不課税）を事業促進費より支出する。

（施設建設契約・一般定期借地権設定契約・事業用借地権設定・土地売買契約・建物賃貸借契約・覚書等）

奨励措置規程または要領等が設定されていること

■目　的 ■資産相談員の主たる業務

■期　間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日（通年）

■目標件数 資産相談員１名４件以上の土地活用提案を行う

■設置基準 １支店１名を基準とする

■表　彰

■目　　的

■期　　間

■対象品目

■奨　　励 次の基準により奨励金を支出する。

(1)参加登録ＪＡが、目標金額①を達成した場合：供給金額×0.2％

(2)ＪＡさいたま、ＪＡあさか野、ＪＡさいかつが上記(1)を達成できず、各センター・支店が標金額①を達成した場合

　：供給金額×0.1％

(3)参加登録ＪＡが、目標金額②を達成した場合：供給金額×0.1%

■目　　的

■期　　間

■対象品目

■奨　　励 次の基準により奨励金を支出する。　

(1)目標を達成した場合：供給金額×0.2％

(2)ＪＡさいたま、ＪＡあさか野が上記(1)を達成できず、各センター・支店が目標を達成した場合：供給金額×0.1％

■目　　的

■期　　間

■対象品目

■奨　　励 次の基準により奨励金を支出する。

(1)参加登録ＪＡの支店毎に契約金額（税抜）合計が10,000千円以上を達成した場合：支店数×50千円

(1) 組合員の行う資産の保全と利活用、相続事業承継等の情報収集を行う

(3) 資産管理部門と連携により組合員の相談業務を行う

(5) 資産管理部門と連携して組合員の財産診断（相続税の試算等）を行う

(9) 研修会へ積極的に参加しＦＰ資格の取得および専門知識の修得を行う

　組合員のくらしと資産を守るために、組合員とその後継者（以下｢組

合員｣という）から資産の保全と利活用や相続事業承継等の相談に

対応する窓口として、支店内に資産相談員を設置し、支店における

相談体制を構築し、資産管理部門およびその他部門と連携した総

合相談活動を実践する。

ＪＡに対する施策

令和７年度　農住推進運動　抜粋一覧

情報の取得に対する施策

土地活用初期情報獲得運動　(参加登録が必要)

資産相談員設置要領　(参加登録が必要)

■奨　　励

■参加条件

組合員の土地有効活用および戸建住宅に対する初期情報収集体制を確立し、ＪＡグループ主導型による相談と提案活動による事業展

開を実践する。

■目　　的

■期　　間

土地活用推進運動（参加登録が必要）

(2) 支店において渉外担当者や窓口担当者が受けた初期相談を取りまと

め、組合員の資産の保全と利活用、相続事業承継等の相談業務を行う

土地活用提案の件数および提案に基づく施設建設契

約高を考慮し優秀者を表彰する。



(8) 資産管理部門およびその他部門と連携して研修会・セミナー・個別相

談会を開催する（組合員向け・支店職員向け）

(6) 資産管理部門およびその他部門と連携して組合員へ提案を行う

(7) 資産管理部門およびその他部門と連携して組合員へ情報発信を行う

(4) 金融、共済、経済(ＴＡＣ)、その他部門と連携して組合員へ相談業務

を行う

相談と提案活動の一環として、組合員の土地有効活用についての情報収集体制の確立と事業計画の達成をはかる。

共同住宅の建設工事　賃貸施設の建設工事

令和７年４月１日～令和８年３月３１日（契約日基準）

組合員の住環境の向上と安全・安心のために住宅建設および改修のため戸建住宅およびリフォーム事業の拡大をはかる。

令和７年４月１日～令和８年３月３１日（契約日基準）

戸建住宅の新築および増改築工事　　既存戸建住宅、共同住宅及び賃貸施設の補改修工事

戸建住宅・リフォーム事業推進運動

リフォーム事業早期推進キャンペーン（参加登録が必要）

既存戸建住宅の住環境および耐震性の向上と、賃貸物件の安定経営に向けた改修を提案することで、事業年度内での供給による事業

計画達成をはかる。

令和７年４月１日～令和７年９月３０日（契約日基準）

戸建住宅リフォーム、賃貸住宅リフォーム、その他リフォーム
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■特典内容 取扱メーカーによる

■対　　象 組合員が埼玉県本部と施主代行方式による委任契約を締結し、指定の取扱メーカーに工事発注した物件。

令和７年度　農住推進運動　抜粋一覧

ＪＡの土地活用・家造り推進運動（参加登録が必要）

マイホーム組合員特典（参加登録が必要）

■目　　的

戸建住宅相談時に施主代行契約をアピールするとともに組合員特典を紹介することにより、組合員に対するメリット還元及び施主代行のイメージアップ

を図り契約に結び付けることにより戸建住宅実績の底上げをはかる。



共同住宅および賃貸施設の建設工事　戸建住宅の新築および増改築工事　既存の戸建住宅、共同住宅および賃貸施設の補改修工事

相談と提案活動の実践により、組合員の行う土地有効活用と住宅建設について、計画相談から建設、補改修、管理にいたる総合コン

サルティングを行い、リスク低減と安心を与える。

また、相談から建設、融資、建物更生共済にいたるＪＡの総合力の発揮により、ＪＡを利用するメリットをＰＲし、利用意識の普及

拡大ならびに取扱拡大をはかる。

（2）2,000万円以上：ア．旬鮮倶楽部（毎月１商品×12ヶ月)　もしくは　イ．カタログギフト又は記念品（50,000円相当）　

（1）1,000万円以上2,000万円未満：カタログギフト又は記念品（20,000円相当）

契約金額（税込）を基準に記念品を進呈する。

令和７年４月１日～令和８年３月３１日（契約日基準）

組合員（施主）に対する施策

■奨　　励

■期　　間

■目　　的

■対象品目


